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特集 :コロナショックとモンゴル経済

１．はじめに

2020年1月に中国湖北省武漢市で、新
型コロナウイルス感染症（COVID-19）
の発生が初めて報告された。それ以降、
COVID-19はアジアにおいて、特に、中国、
韓国、日本、イランにおいて感染拡大が進
み、3月末から4月初めになると欧米諸国で
も感染が拡大していった。世界保健機関
（WHO）は各国に、感染予防ガイドライン
や勧告を示し、さらに医薬品や医療の提
供を行っている。

モンゴルではコロナの感染拡大を受け
て2020年1月26日に第30号政府決議が
施行し、すべての学校、幼稚園、職業教
育訓練機関、図書館、映画館、文化・娯
楽施設、スポーツ競技場、インターネットカ
フェ、ゲームセンター、その他の公共施設
が1月27日から3月2日まで閉鎖されることに
なった。

モンゴル政府は、2020年2月19日の閣議
においてCOVID-19の世界における急速
な感染拡大をうけて、「高度警戒態勢」を
3月30日まで延長することを決定した。その

後、「高度警戒態勢」の延長は、4月30日ま
で（3月22日閣議）、5月31日まで（4月29日閣
議）、6月31日まで（5月27日閣議）、7月15日ま
で（6月30日閣議）、7月31日まで（7月10日閣
議）、8月31日まで（7月29日閣議）、9月15日ま
で（8月25日閣議）、11月1日まで（9月14日閣
議）の8回にわたり繰り返された。
「高度警戒態勢」期間中、国境通過と

航空輸送サービスの制限や検疫が実施さ
れ、学校・幼稚園が全面的に閉鎖された。
また、感染の自己防衛（マスク着用、手洗
い、ソーシャルディスタンス）に関して公的
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なルールと規制が導入された。さらに、モ
ンゴル政府は、企業の事業活動や市民生
活のサポートおよび感染リスク予防を行う
ための財政支援や税・社会保険料の減免
などの措置を実施した。

2020年9月以降、いくつかの分野のサー
ビス企業が活動を再開させた。学校、幼
稚園、スポーツ施設や文化施設、文化組
織の活動が正常化した。

3月10日にモンゴル初の感染者が確認
されたが、現在のところ死亡事例は発生し
ていない。最初の感染者は外国人であっ
た。2020年10月14日現在、モンゴル人帰
国者の中で、320人の感染者が確認され
ている。この内、311人は治療が終わり、そ
のうちの10人は医療監督下にあり、4人は
自宅で経過観察下にある。また、297人は、
監督措置を外れ、完治している。

モンゴルは、コロナの感染拡大の抑制
に成功した国の一つである。モンゴル政府
は、感染拡大期に迅速に予防・検疫措置
を実施し、モンゴル市民はそれに厳格に
従った。また、国境が閉鎖されたモンゴル
への帰国は特別便によって行われ、21日
間の検疫監督期間が設けられた。これら
の措置のおかげで、コロナ感染拡大にうま
く対応できている。

モンゴル政府は、日本、韓国、米国、オー
ストラリア、インド、香港、ロシア、ドイツ、タイ、
トルコ、カザフスタンとの間で70便以上の
チャーター便を手配し、合計で2万600人の
モンゴル人を帰国させた。帰国者は21日間
の検疫と14日間の自宅観察を受けた。2020
年9月15日以降は、新しい規則により、帰国
者の検疫は病院で21日間のみとなった。

モンゴル国家統計局は、COVID-19の
予防・検疫体制が、企業や家計にどう影響
しているかを2020年4月1日から5月20日に
かけてオンラインでアンケート調査を行った。
モンゴルの主要産業である鉱業からは31
社が調査に参加した。そのうちの15社は
政府による予防・検疫措置が経営に負の
影響を与えたと回答している。

２．�アンケート調査の対象

2020年第1四半期に事業者登録簿に
登録されている企業数は9万4675社であ
る。このうち、39.5％に当たる3万7382社は

表１　経済活動分類別の企業の内訳（％）：2020年第1四半期

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

産業分類 2020年第1四半期
卸売・小売業ならびに自動車およびオートバイの修理業 39.5
その他のサービス業 9.9
建設業 7.9
製造業 6.8
専門・科学・技術サービス業 5.5
教育 4.8
農業、林業、漁業 3.9
管理・支援サービス業 3.7
保健衛生および社会事業 2.9
金融・保険業 2.6
宿泊・飲食サービス業 2.4
情報・通信 2.1
運輸・保管業 1.8
公務・国防・強制保険 1.7
鉱業・採掘業 1.4
芸術・娯楽およびレクリエーション 1.3
不動産業 1.1
電気、ガス、蒸気および空調供給業 0.3
水供給、下水処理ならびに廃棄物管理および浄化活動 0.2

合 計 100.0

表２　産業部門別における企業活動の状況：アンケート調査結果

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

産業分類
合計 正常 非正常

社 社 比率
（％） 社 比率

（％）
卸売・小売業ならびに自動車およびオートバイの修理業 556 289 52.0 267 48.0
宿泊・飲食サービス業 219 63 28.8 156 71.2
製造業 218 112 51.4 106 48.6
教育 205 48 23.4 157 76.6
建設業 198 93 47.0 105 53.0
農業、林業、漁業 161 96 59.6 65 40.4
その他のサービス業 141 79 56.0 62 44.0
運輸・保管業 117 47 40.2 70 59.8
保健衛生および社会事業 115 76 66.1 39 33.9
金融・保険業 82 53 64.6 29 35.4
不動産業 76 38 50.0 38 50.0
旅行 73 6 8.2 67 91.8
専門・科学・技術サービス業 72 35 48.6 37 51.4
芸術・娯楽およびレクリエーション 39 9 23.1 30 76.9
管理・支援サービス業 32 15 46.9 17 53.1
鉱業・採掘業 31 16 51.6 15 48.4
情報・通信 29 11 37.9 18 62.1
電気、ガス、蒸気および空調供給業 15 8 53.3 7 46.7
公務・国防・強制保険 14 12 85.7 2 14.3
水供給、下水処理ならびに廃棄物管理および浄化活動 9 7 77.8 2 22.2

合計 2402 1113 46.3 1289 53.7
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卸売・小売商業部門に分類される（表1）。
「COVID-19の予防・検疫措置による

企業活動への影響調査」（NSO, 2020）
は、計2402社を対象にアンケート調査を
実施した。このうち、46.3％（1113社）は、

「正常に稼働している」と回答し、53.7％
（1289社）は「正常に活動できていない」
と回答した（表2）。

「正常に活動できていない」と回答した
1289社を産業部門別にみると、卸売・小
売業ならびに自動車およびオートバイの修
理業が267社（20.7%）、宿泊・飲食サー
ビス業が156社（12.1%）、教育が157社

（12.2%）、製造業が106社（8.2%）、建
設業105社が（8.1%）であった。部門の
構成比は図1に示したとおりである。

３．�アンケート調査の結果

（1）企業の稼働率
調査企業2402社中、フル稼働した企

業は690社（28.7％）であり、それ以外の
企業は1712社（71.3％）であった。この
1712社の中で最も大きなシェアを占めたの
が卸売・小売業ならびに自動車およびオー
トバイの修理業（22.4％）である。稼働状
況を産業部門ごとにみると、教育、ホテル、
住宅、外食といった分野では、稼働率が
25％以下の企業が最も大きなシェアを占め
ている。製造、卸売・小売業ならびに自動
車およびオートバイの修理業の企業につい
ては、稼働率が26〜50％の企業のシェア
が最も大きい（図2）。

（2�）COVID-19予防・検疫措置によ
る稼働率への影響

さらに、フル稼働していない企業1712
社に対して、現在の状況は COVID-19
予防・検疫措置の影響を受けたものであ
るか、について質問が行われた。このう
ち1538社（89.8％）は、現状は政府の措
置が影響した結果であると回答し、174社

（10.2％）は、そうではないと回答してい
る。この質問の回答を産業部門別にみ
ていくと、予防・検疫措置が影響したと回
答した企業の比率は、卸売・小売業なら
びに自動車およびオートバイの修理業は
22.1％、宿泊・飲食サービス業は11.8％、
教育は10.8％であった（図3）。
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図1　正常に活動ができていない企業の産業部門別比率（％）

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）
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出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）
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（4）収入への影響
政府の措置による収入への影響につい

ては、大多数の企業（2036社、84.8％）が
「収入が減少した」と回答しており、「減
少していない」と回答した企業は366社

（15.2％）にとどまった。収入が減少した
2036社のうち、889社は「50％以上減少し
た」と回答し、322社は「41～50％」、276
社は「31～40％」、260社は「21～30％」、
166社は「11～20％」、123社は収入の減
少が「10％以下」と回答した（図4）。

政府の措置により収入が減少したと回
答した企業を産業部門別にみていくと、卸
売・小売業ならびに自動車およびオートバ
イの修理業は475社（23.3%）、製造業は
192社（9.4%）、宿泊・飲食サービス業は
185社（9.1%）、教 育 は170社（8.3%）、
建設業は167社（8.2%）であった（表4）。
表から明らかなように、主に、卸売・小売
業ならびに自動車およびオートバイの修理
業の収入が減少している。

（5）予防・検疫措置への企業の対応
アンケート調査に対して、860社は、政

府と国家非常事態特別委員会の決定に
従い、従業員に有給休暇を付与し、自
宅勤務のための条件を整え、そのため
の機会を提供した、と回答している。一
方で、1542社は何の行動も起こしていな
い。有給休暇の付与に関しては、638社

（26.6％）が実施し、1764社は実施して
いない。

（6）リモートワークの実施
リモートワークに関しては、295社が導

入しており、大多数の企業（2107社）は
そのための体制をとっていない。814社

（33.9％）は、自宅でリモートワークをする
条件を整え、そのための機会を従業員に
提供しているが、大多数の企業（1588社、
66.1％）はそうではなかった（表5）。

リモートワークの機会を提供した814社
のうち、588社はインターネットを利用し、
166社は、仕事に必要な資料やファイルを
自宅に持ち帰るようにし、121社は従業員
に機械を配布し、81社は専用オンラインネッ
トワークを構築した（図5）。

（3）稼働中の企業が直面する問題
予防・検疫措置の影響が全くなかった

と回答した企業は168社（7.0％）に過ぎ
ない。2234社（93.0％）は、事業に問題
が生じている。この際、企業が直面した
問題として指摘されているのは、財務問題

（48.2％）、顧客の急減（44.9％）、従業員
の賃金・社会保険料の支払い（27.8％）、
ローンの元利返済（23.8％）、検疫期間の
終了までの活動中断（22.0％）、生産およ
びサービスの急減（19.3％）といったもので
ある（表3）。

表３　稼働中の企業が直面している問題

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

問題 社 比率（％）
財務問題 1157 48.2
顧客の急減 1079 44.9
従業員への賃金・社会保険料の支払い 668 27.8
税・徴収の支払い 580 24.1
ローンの元利返済 571 23.8
検疫期間の終了までの活動中断 528 22.0
生産およびサービスの急減 464 19.3
その他の支払いの問題（水、電気、暖房など） 376 15.7
投資計画の遅延 324 13.5
原材料・商品の調達の遅れ 307 12.8
家賃支払い 307 12.8
その他 304 12.7
原料・製品・サービスの需要の急減 299 12.4
資材・財の在庫減少 290 12.1
原材料・商品の供給の中断 277 11.5
従業員の減少 227 9.5
資材・備品の不足 143 6.0
資材・商品・サービスの配達の遅れ 132 5.5
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図4　「収入が減少した」と回答した企業の減少幅の内訳（％）

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）
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特集 :コロナショックとモンゴル経済

（7）ローン返済の延滞
360社（15.0％）はローンの元利返済の

延期を決定した。2042社（85.0％）はその
ような決定をしていない。アンケート調査
開始時点では、企業・家計支援やリスクを
ヘッジするための政府の対策は始まったば
かりであり、返済延期を決定した企業は
比較的少なかった（図6）。

（8）企業活動の正常化に要する時間
アンケートでは、COVID-19予防・検

疫措置の導入後に、事業の正常化のた
めにどのくらいの時間が必要かということ
が調査された。調査結果によると、631社

（26.3％）は3カ月以下、442社（18.4％）
は3〜6カ月、341社（14.2％）は6〜12カ
月、151社（6.3％）は1年以上の時間が必
要であると回答した。837社（34.8％）は、
いつ操業開始できるか分からないと回答し
た。

（9�）COVID-19感染拡大と予防・検
疫措置の影響
COVID-19の感染拡大以降、世界だ

けではなく、モンゴルにおいても、多くの教
訓や影響があった。

この調査は、COVID-19予防・検疫措
置が与えた影響と教訓について企業に質
問している。企業の回答は主に以下の5
つにまとめられる（表7）。
・�職場の安全・衛生基準の向上に影響し

た。
・�緊急事態のリスクヘッジのための準備

が必要であることを学んだ。
・情報源の使い方について学んだ。
・�緊急時に原材料・備品を調達する方法

を学んだ。
・�リスクヘッジのための組織戦略・方針・手

順をどのようにするかを学んだ。

（10�）COVID-19の予防のために政
府が実施するべき措置

また、調査項目には、企業が政府に求
める措置についての質問が含められた。
政府が実際に行った措置には、税制上の
優遇や納税の一定期間の猶予、社会保
険料の支払い猶予、使用料の割引、企
業への貸付、ローン返済の延期といったも
のがあった。

表4　収入が減少した企業の産業部門別比率（％）

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

産業分類 社 比率（％）
卸売・小売業ならびに自動車およびオートバイの修理業 475 23.3
製造業 192 9.4
宿泊・飲食サービス業 185 9.1
教育 170 8.3
建設業 167 8.2
農業、林業、漁業 144 7.1
その他のサービス業 118 5.8
保健衛生および社会事業 97 4.8
運輸・保管業 96 4.7
金融・保険業 72 3.5
専門・科学・技術サービス業 66 3.2
不動産業 63 3.1
旅行 51 2.5
芸術・娯楽およびレクリエーション 32 1.6
鉱業・採掘業 29 1.4
管理・支援サービス業 28 1.4
情報・通信 18 0.9
公務・国防・強制保険 13 0.6
電気、ガス、蒸気および空調供給業 12 0.6
水供給、下水処理ならびに廃棄物管理および浄化活動 8 0.4

合計 2036 100.0

表５　リモートワークの実施状況

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

社 比率（％）
リモートワークの機会を提供 814 33.9
実施していない 1588 66.1

合計 2402 100.0
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図5　リモートワークの方法（社）

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）
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調査対象企業のうち119社は、上記以
外にもいくつかの提案を行っている。その
うち、頻出した提案としては以下のものが
ある。

・中小企業支援のための低金利の融資
・長期・低金利の融資と助成金の付与
・銀行貸出金利の引き下げ
・検疫体制の即時終了

・税・付加価値税の減免
・企業への20万トゥグルグの付与
・職業訓練センターの開設など

延期していない
85%

延期した
15%

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

図６　ローン返済の延期（％） 表６　企業活動の正常化に要する時間

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

時間 社 比率（％）
3カ月以下 631 26.3
3～6カ月 442 18.4
6～12カ月 341 14.2
1年以上 151 6.3

不明 837 34.8
合計 2402 100.0

表７　COVID-19予防・検疫措置の影響と教訓

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

社 比率（％）

職場の安全・衛生基準の向上に影響した。 1187 49.4

リスクヘッジが必要であることを学んだ。 871 36.3

実際の情報源をどのように使うか学んだ。 627 26.1

緊急時に原材料・備品を調達する方法を学んだ。 583 24.3

リスクヘッジのための組織戦略・方針・手順をどのようにするかを学んだ。 565 23.5

必要に応じて、（自宅から）リモートワークできる。 435 18.1

オンライン販売・通販の開発のインセンティブと機会を与えた。 280 11.7

表８　政府の措置に関する提案

出所：モンゴル国家統計局（NSO, 2020）

提案 社 比率（％）

税の減免・猶予 1368 57.0

社会保険料の支払い猶予 1239 51.6

使用料の割引 1035 43.1

企業への融資 933 38.8

ローン返済の延期 903 37.6

迅速な経済回復と経済金融安定性の確保のための政策金利の引き下げ 875 36.4

企業の活動再開の支援 743 30.9

災害・緊急時のリスクや経済的危機を防止・対応するための戦略策定 678 28.2

ERINA REPORT PLUS No.158 2021 FEBRUARY
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４．�政府措置の概要

3月27日に、モンゴル政府は、警戒体
制下における包括的な経済支援措置の
実施を決定した。その内容は以下のとお
りである。
・�4月1日から10月1日まで、企業および個

人の社会保険料支払いを免除・猶予す
る。

・�4月1日から10月1日まで、賃金の所得税
を免除する。

・�4月1日から10月1日まで、収入15億トゥグ
ルグ未満の企業の所得税を免除する。

・�4月1日から7月1日まで、操業が困難で
ありながら雇用を維持した企業の従業
員に3カ月にわたり20万トゥグルグの補
助金を給付する。

・�遊牧民の生活支援のための融資に、
3％金利・3000億トゥグルグをあてる。利
子率の差額は政府が負担する。

・�18歳の子供1人に月1万トゥグルグ、3カ

月で3万トゥグルグを給付する。
・�4月15日から燃料価格を1リットルあたり

300～400トゥグルグ引き下げる。
・�これらの措置のために、合計で5.1兆トゥ

グルグ支出される。

5．結　論

COVID-19の予防・検疫措置が企業活
動に与えた影響について実施したアンケー
ト調査の結果は次のようにまとめられる。

第1に、COVID-19の世界的な感染拡
大に対する政府の対応は、企業の活動に
影響を与えた。調査に回答した企業の大
部分は、フル稼働で正常な活動を行うこと
ができない状況にあると回答した。

第2に、政府のCOVID-19対策は、卸
売・小売商業、教育、宿泊・飲食サービス
業などの部門の企業に深刻な影響を与え
た。

第3に、正常に活動できていない企業は

財務問題、顧客数の減少、給与や社会保
険料の支払い、法人税やその他の税・徴
収、ローンの返済の面で困難に直面してお
り、コロナ対策による検疫体制の終了まで
の活動の停止や生産・サービスの急減に
苦しんでいる。

モンゴル政府がローンの元利返済の延
期に関与した企業は、調査対象企業の
15.0％に過ぎない。COVID-19感染拡大に
より、多くの企業の収入が減少しており、政
府は税制上の優遇措置・猶予や社会保
険料の支払い延期、使用料の割引、融資
の条件の整備などを行った。融資に関連し
て、元利の返済を延期するための措置を
講じることが推奨される。

本稿では、COVID-19予防検疫措置
が実施されてからの3カ月間を対象とし、そ
の影響について分析した。教育機関のパ
フォーマンスにより大きな影響を与えること
が期待される。

［英語原稿をERINAにて翻訳］
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